
様式第１号（第８条関係）

（宛先）秋田市長

申請者

有
・
無

【フラット３５】
地域連携型

区　分

住宅の住所

同居日

（予定日）

3 補助申請額

工事内容

上記工事が同居に
必要となる理由

工事期間（予定）

工事費の内訳

Ｃの１／２の額又は次の上限額
 県内（上限50万円）　　　　　  千円未満
 県外又は子育て（上限100万円） 切り捨て

Ｃ　補助対象工事費

円Ａ　全体工事費

円

円

Ｂ　補助対象外工事費

【申請連絡先】
申請者 ・ 施工業者

1

2

国・県の補助金等
（　　　　　　）

　　　  　　　年　　月　　日頃

〒　　　－

裏面に続く

電話番号

円

　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日　　

多世帯同居推進事業補助金交付申請書

　　年　　月　　日

　秋田市多世帯同居推進事業補助金交付要綱に係る補助金の交付を受けたいので、同交付要
綱第８条の規定に基づき、次のとおり申請します。

　なお、この申請書および添付書類の記載内容は事実に相違ないこと、記載内容等が事実と
異なることが判明した場合は、申請を取り下げることを誓約します。

１．県内　　　２．県外　　　３．子育て

住宅の所有者 氏名 続柄

住　所

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏　名

※事務局使用欄　他制度等

4

有
・
無
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氏名
続柄

（　　　 ） 氏名
続柄

（　　　 ）

氏名
続柄

（　　　 ） 氏名
続柄

（　　　 ）

氏名
続柄

（　　　 ） 氏名
続柄

（　　　 ）

氏名
続柄

（　　　 ） 氏名
続柄

（　　　 ）

氏名
続柄

（　　　 ） 氏名
続柄

（　　　 ）

氏名
続柄

（　　　 ） 氏名
続柄

（　　　 ）

○共通書類 チェック

（１） □

（２） □

（３） □

（４） □

（５） □

（６） □

（７） □

（８） □

（９） □

（10） □

（11） □

【事務局使用欄】※下記には記入しないでください。

6

業者名

本店所在地

本店以外の所在地

すでに市内に
居住している者

担当者名

電話番号

戸籍謄本（続柄を確認できる書類）

新たに同居する世帯およびすでに居住している世帯全員の住民票又は戸籍の附票
（同居前の住所(県外からの同居の場合、県外の住所）を確認できる書類）

工事着手前の写真（住宅の外観全景写真および工事部分の写真について、施工前と施工後の写真が
対比できるように撮影してください。工事内容などコメントを記載してください）

本市市税に滞納がないことを証する納税証明書（完納証明書）

建物の登記事項証明書

有　・　無要綱第３条第２項に該当

建築基準法第６条第１項又は同法第６条の２第１項の規定による確認が必要な場合は、確
認済証の写しおよび図面

上記のほか、市長が必要と認める書類

工事内訳明細書又は見積書の写し（数量×単価で表記されていること。一式表記はお避けくださ
い。）

工事請負契約書又は請書の写し（契約者氏名、住所、工事名、工事場所、金額、工期、日付が記載
され、収入印紙を貼っているもの）

東日本大震災に起因して避難している者であることが分かる書類および市内に居住していることが
分かる書類（第３条第２項又は第20条第２項の規定による同居又は近居補助対象者が申請者の場合
に限る。）

新たに同居
する者

【添付書類】

誓約書兼同意書（様式第２号）

5 施工業者

7

（（必要に応じて記入）

（Ａ）全体工事費 （Ｂ）補助対象外工事費 （Ｃ）補助対象工事費 補助決定金額

円 円 円 円
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